
 

2024 年 12 月 11 日 

各  位 

会 社 名 ア ゼ ア ス 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長 斉 藤 文 明  

 （コード番号：３１６１ 東証スタンダード市場） 

問 合 せ 先 取締役執行役員総務部部長 五十嵐克己 

（TEL. 03-3865-1311） 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2025 年５月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であ

る丸幸株式会社（以下「丸幸」といいます。）を吸収合併（以下、「本合併」といいます。）することを決

議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は連結子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示し

ております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

当社は、ライフマテリアル事業において、裏地、芯地、袋地（ポケット他）、腰裏ベルト、型カッ

ト品、表生地、その他繊維副資材の製造、販売を行うアパレル資材事業を展開しております。丸幸

は、各種ユニフォーム、スポーツ、カジュアル関連の繊維副資材、及び、ユニフォーム製品を販売

しており、それぞれ取扱商材や販路の特性に対応した事業体制としておりましたが、当社グループ

における経営資源を有効活用し、組織運営を一体化することで経営効率の向上を図るため、当社の

連結子会社である丸幸を吸収合併することといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

取締役会決議日 2024 年 12 月 11 日 

合併契約締結日 2024 年 12 月 11 日 

合併期日（効力発生日） 2025 年 ５月 １日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796条第２項に規定する簡易合併であり、丸幸において

は会社法第 784条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約に関する株主総

会の承認を得ることなく行うものです。 

 

（２）本合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、丸幸は解散いたします。 

 

（３）本合併に係る割当ての内容 

当社が議決権を有する株式の全部を保有する連結子会社との吸収合併であるため、本合併に際して、

株式その他の金銭等の割当てはありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

  



３．本合併の当時会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１）商号 アゼアス株式会社 丸幸株式会社 

（２）所在地 東京都台東区蔵前四丁目13番7号 群馬県太田市清原町5番地の11 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 斉藤 文明 代表取締役 山岡 司 

（４）事業内容 防護服・環境資機材の製造・販

売、マスク等ヘルスケア製品の

製造・販売、アパレル資材の製

造・販売、畳材料等の販売等 

各種ユニフォーム、スポーツ、

カジュアル用衣料素材・副資材

の企画・販売、ユニフォーム製

品の販売 

（５）資本金 887 百万円 24 百万円 

（６）設立年月日 1947 年 5 月 31 日 1964 年３月 31 日 

（７）発行済株式数 6,085,401 株 48,000 株 

（８）決算期 ４月末 ４月末 

（９）大株主及び持株比率 

（2024 年 10 月 31 日現在） 

鈴木貴久子 

株式会社SBI証券 

鈴木一裕 

三田さや香 

澤田匡宏 

5.49% 

4.65% 

2.83% 

2.75% 

2.58% 

アゼアス株式会社 100％ 

（10）直前事業年度の経営成績及び財政状態 

決算期 2024 年４月期（連結） 2024 年４月期（単体） 

純資産 6,724 百万円 547 百万円 

総資産 8,512 百万円 705 百万円 

1 株当たり純資産 1,181.78 円 17,100.79 円 

売上高 8,242 百万円 1,299 百万円 

営業利益 291 百万円 75 百万円 

経常利益 308 百万円 77 百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益又は当期純利益 
187 百万円 50 百万円 

1 株当たり当期純利益 33.04 円 1,569.14 円 

（注）自己株式は上記大株主からは除外し、持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更は

ありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の連結子会社との吸収合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であ

ります。 

 

以上 

 


